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共助社会づくりとは

●我が国経済を再生し、成長を持続的なものとするためには、すべての人材が、それぞれ
の持ち場で、持てる限りの能力を活かすことができる「全員参加」が重要。

●自助・自立を第一としつつも、「共助の精神」によって、人々が支えあうことで活力ある社
会を作っていくことが必要。

【共助社会づくりの重要性】
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多様な担い手の更なる参加や活動の活発化を促す仕組みを検討していくことは、以下
の２点から極めて重要である。

①人や組織のつながりがしなやかな強さを持つ安定した社会の構築に寄与すること

②地域を活性化するために、新たな市場の創出・拡大、雇用の拡大、寄附文化の醸

成に寄与すること

地域の資金を活用して社会的課題を解決する特定非営利活動法人等の活動や、ソーシャ

ルビジネスによって事業収入を得ながら社会的課題を解決する特定非営利活動法人等や企

業の活動は、地域において新たな需要、雇用、資金循環を生み出すなど、地域の活性化にお

いても一定の役割を果たしている。



＜所信表明演説（平成25年１月28日）＞

世界中から投資や人材を惹きつけ、若者もお年寄りも、年齢や障害の有無にかかわらず、全ての人々が生きが

いを感じ、何度でもチャンスを与えられる社会。働く女性が自らのキャリアを築き、男女が共に仕事と子育てを容易

に両立できる社会。中小企業・小規模事業者が躍動し、農山漁村の豊かな資源が成長の糧となる、地域の魅力が

あふれる社会。そうした「あるべき社会像」を、確かな成長戦略に結び付けることによって、必ずや「強い経済」を取

り戻してまいります。

＜安倍総理成長戦略スピーチ（平成25年４月19日）＞

老いも若きも、障害を抱える方も、意欲があれば、どんどん活躍してもらいたいと思います。一度や二度の失敗に

へこたれることなく、何度でも、その能力を活かしてチャレンジできる社会をつくりあげます。

全ての人材が、それぞれの持ち場で、持てる限りの能力を活かすことができる全員参加こそが、これからの「成長

戦略」の鍵であると思います。

＜施政方針演説（平成25年２月28日）＞

自助・自立を第一に、共助と公助を組み合わせ、弱い立場の人には、しっかりと援助の手を差し伸べます。

安倍総理の発言
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＜参・予算委員会における（公）山本香苗議員質問に対する安倍内閣総理大臣
答弁（平成26年３月５日）＞

今後とも、人材、信頼性の向上といった点からNPO等の活動を支援をし、そして活力ある共助社会づくりを進めてい

きたいと思います。
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内閣府 共助社会づくり懇談会
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●ＮＰＯ等による地域の絆を活かした共助の活動を推進するため、必要な政策課題の分析と支援策の検討を行う場と

して、内閣府経済財政政策担当大臣の下、有識者による「共助社会づくり懇談会」を設置（平成25年４月）。

●平成25年６月より人材面、資金面、信頼性の向上の３つのワーキング・グループで検討を行い、報告書を取りまとめ

（平成25年12月2４日）。平成26年度も引き続き懇談会を開催。

◎奥野 信宏 中京大学総合政策学部教授

○永沢 映 （特活）コミュニティビジネスサポートセンター代表理事
曽根原 久司 （特活）えがおつなげて代表理事
田尻 佳史 （特活）日本ＮＰＯセンター常務理事／事務局長
宮城 治男 （特活）ＥＴＩＣ.代表理事
岡本 拓也 （特活）ソーシャル・ベンチャー・パートナーズ東京代表理事 ・（特活）カタリバ理事
木下 斉 （一社）エリア・イノベーション・アライアンス代表理事

○深尾 昌峰 （公財）京都地域創造基金理事長

岸本 幸子 （公財）パブリックリソース財団専務理事／事務局長
高橋 一朗 西武信用金庫常勤理事／業務推進企画部長
水谷 綾 （社福）大阪ボランティア協会事務局長

木村 真樹 コミュニティ・ユース・バンクmomo代表理事・（一財）あいちコミュニティ財団代表理事
宗友 輝夫 （株）日本政策金融公庫国民生活事業本部融資企画部長

○山内 直人 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授/日本ＮＰＯ学会前会長

大久保 朝江 （特活）杜の伝言板ゆるる代表理事
横田 能洋 （特活）茨城ＮＰＯセンター・コモンズ常務理事・ＮＰＯ法人会計基準協議会事務局長
川口 昌紀 日本税理士会連合会 公益活動対策部副部長・近畿税理士会常務理事 公益活動対策部長
佐久間 清光 日本公認会計士協会 非営利法人委員会 副委員長
佐藤 大吾 （一財）ジャスト・ギビング・ジャパン代表理事
鈴木 康久 京都府府民生活部府民力推進課長

◎は座長、○はＷＧの主査
太字は懇談会委員

細字はＷＧのみに参加人
材
Ｗ
Ｇ

資
金
Ｗ
Ｇ

信
頼
Ｗ
Ｇ



経済財政運営と改革の基本方針（骨太2013）（平成25年6月14日閣議決定）
第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現

４．地域・農林水産業・中小企業等の再生なくして、日本の再生なし
（１）特色を活かした地域づくり
（都市再生・まちづくり、地域活性化等）

地域における課題解決や地域活性化の上で重要な役割を果たしているNPO の活動、ソーシャ
ルビジネス等を、人材、資金、信頼性向上の点から支援するため、中間支援組織の体制強化や
地域における協力・連携体制の整備等を促進する。

●骨太2013において、人材、資金、信頼性向上の観点から支援することとしている。

内閣府「共助社会づくり懇談会」において、人材面、資金面、信頼面の
３つの観点からＷＧを設置し、具体策を検討

【参考】

＜甘利経済財政政策担当大臣経済演説（平成26年１月24日）＞

こうしたアベノミクスの効果が地域の隅々まで及ぶようにするため、オリンピック開催決定を契機にした
地域活性化、地域産業の集積促進といった課題等に関係省庁が連携して重点的に取り組む必要があり
ます。あわせて、地域の課題解決や活性化の重要な担い手であるＮＰＯやソーシャルビジネス等の育成
などを通じて、活力あふれる共助社会づくりを進めてまいります。
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共助社会づくりに向けた対応の方向性



【共助社会づくり懇談会】

●第1回 H25.4.25 フリーディスカッション

●第2回 5.8 ①ＳＢによる事業収入の拡大の方策

②ＮＰＯ法人の信頼性向上について

●第3回 5.22 ①資金調達環境改善のための方策

②これまでの論点整理

●第4回 5.27 中間とりまとめ

●第5回 8.29 各ＷＧ主査からの報告

●第6回 12.24 各ＷＧ報告書とりまとめ

●第7回 H26.4.3 今後の共助社会づくり懇談会の進め方

共助社会づくり懇談会の開催実績
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人材面の課題に関するＷＧ

●H.25.6～11月に合計６回開催

共助社会づくり懇談会 及び 懇談会メンバーによる意見交換会

【懇談会メンバーによる意見交換会】

●第1回 H26.5.15 ①寄附文化の醸成、ファンドレイジング

の課題について（有識者ヒアリング）

②「共助社会づくり」の推進について

●第2回 5.27 寄附文化の醸成、ファンドレイジングの

課題について（有識者ヒアリング）

※６月以降も月に１回程度開催予定。

資金面の課題に関するＷＧ

●H.25.7～11月に合計５回開催

信頼性の向上に関するＷＧ

●H.25.7～11月に合計５回開催



① 世論調査等によれば、
しているのみならず、

② 特に、明確で共感を得られる 、現実
的な など、

③ 地域のニーズやＮＰＯ等の活動分野が多岐に渡る
ため、一律の内容の経営セミナー等では人材育成
の効果は小さい。また、人材育成支援事業を行った
際には、その成果の評価が重要

④ 共助社会づくりの新たな担い手となる社会起業家
や、ＮＰＯ等の

重要

人材面の課題に関するＷＧ報告書の提案概要

① ＮＰＯ等のマネジメントを担う人材に対し、的確な事業
計画等の策定に必要な知識を身に付け、実効的な計
画の策定ができるよう、

② 既に実効的な事業計画を有している組織に対しては、
計画の実行段階で直面する様々な課題に対処できる
よう、

③ 先進的な評価に関する取組事例を参考として、支援事
業の のような
場を設定

④ 学生時代からＮＰＯ等に対する理解が進むよう、
の中で、ＮＰＯ等について座学やＯＪＴを実施して

いる先進事例を積極的に発信

① 共助社会づくりでは、既にＮＰＯ等で活躍している人
材だけでなく、

も重要

② 別々の地域に存在する
ＮＰＯ等間の人材交流、又は地域内の地縁団体との
連携などもＮＰＯ等の成長にとって必要

③ 地域に密着した
することにより、ＮＰＯ等の人材を活用しつつ、

① ＮＰＯ等と企業との人材交流の成功事例を収集し、
を作成するとともに、

人材交流を通じて成長・活躍している者の

② ＮＰＯ等の間の人材交流や自治体といった

③ 中小企業支援策が に向けた
取組に適用されることで、地域との関係性の構築に強
みを持つＮＰＯ等との連携を促進

（主な課題） （ＷＧで提示された主な方向性）

人材育成

人材の流動化等
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① 世論調査によれば、ＮＰＯ法人の活動に対して
にとどまって

おり、寄附文化の醸成が重要

② 新たな寄附拡大の仕組みとして広がりつつある
であるが、

団体も相当数存在

③ は、地域を巻き込む窓口機能によって
支援者の参加が容易になることで、支援総量の拡大
に貢献することが期待されるが、現状では、

資金面の課題に関するＷＧ報告書の提案概要

① 事業が軌道に乗っていない市民ファンドに対し、市民ファ
ンドの運営に要する基礎的な知識や地域からの支援を
得るためのノウハウ等に関しての

② ビジョン等を既に有している市民ファンドに対しては、団
体運営に係る

③ が創設されることを期待

④ 寄附文化を醸成するために、金融機関や、公認会計士、
税理士等の専門家とも連携しながら、

し、その内容を地方にも展開

① ＮＰＯ法人に対する実態調査によれば、ＮＰＯ法人の
借入先の内訳について、

いるのに対し、銀行、政府系金融機関、信用金
庫はいずれも１割程度にとどまっている

② であり、
ＮＰＯ等に対する融資に積極的でない

③ ＮＰＯ等への融資は営利企業向け融資よりも

との指摘もある

④ ＮＰＯ等は金融機関、地方自治体、民間のコンサル
タント等の支援機関から個別に経営支援を受けてい
る例はあるが、

地域が多い

①

などが相互交流及び連携し、地域の
課題の共有及び解決の実現を図る場として

を設置

② は、地域とのネットワークを既に有している
地元の地域金融機関が主導する場合や、行政がコーディ
ネート役となってより広域的な場を設置する場合など、各
地域の実情に対応

③ ＮＰＯ等と地域金融機関が連携しながら地域課題を発見・
解決していく動きを全国各地に普及していくため、

の成功事例を各地に紹介

④

（主な課題） （ＷＧで提示された主な方向性）

寄附・会費の拡大

ＮＰＯ等への融資の拡大
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信頼性の向上に関するＷＧ報告書の提案概要

（主な課題） （ＷＧで提示された主な方向性）

① 寄附やボランティア、助成団体、融資関係者、行政といっ
たステークホルダーが

いケースが多くみられる

② 情報開示が進まないことで、

① ため、ＮＰＯ等に
とって、情報の登録が相当程度の重複作業

②
であり、情報の利便性が課題

① 法人ごとに採用されている
がみられる

②
に向け、団体の規模等に応じた支援が必要

① が存在することも事実
であり、ＮＰＯ等全体の信頼まで失われることのないよう
にすることが必要

② いわゆる されることにより、行政の管理
コストの増加や不正の温床につながる可能性

① 寄附者等にとって 等の作成に
向けた様式の改善

② 行政に提出する事業報告書等に加え、より詳しく分かり
やすい 等の作成の促進

③ ＮＰＯ等に係る

① において、データベースの更新情
報を利用者に自動発信する仕組み等を構築

②
の充実

①
ととも

に、その専門家の活用を図る

② 小規模法人等の負担にも配慮しながら、

③ に向けて、民間主導で
議論が進められることを期待

① 信頼を毀損する団体に対しては厳格に対処することも含
めて

② ことや、実態の把握を
行うとともに、認証取消しも含め、休眠法人への適切な
対応を検討

③

ＮＰＯ法人への指導・監督

ＮＰＯ法人の会計情報

ＮＰＯ等の情報基盤

情報開示のあり方
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●社会のニーズや課題に対して、市民の自主的な取組が大切であると考える人が９割を超え、社会
貢献や課題解決への期待を示している。

●ＮＰＯ法人に期待する役割としては人と人との新しいつながりを作ることと答えた人が最も多い。

Ｑ．社会のニーズや課題に対して、市民自らが自主的に集まって取り組むことは大切だと思いますか。

市民の自主的な取組への意識

55.9%  35.7% 

3.8% 3.0%

1.6%

そう思う（小計） 91.6％ そう思わない（小計） 4.6％

そう思う どちらかといえば
そう思う

そう思わないどちらかといえば
そう思わない

わからない

市民の自主的な取組への意識など

Ｑ．ＮＰＯ法人に対してどのような役割を期待していますか。（複数回答）

ＮＰＯ法人に期待する役割

37.3 %

31.3 %

28.0 %

27.4 %

20.6 %

24.7 %

人と人との新しいつながりを作る

市民の自立や自主性を高める

やりがいや能力を発揮する機会の提供

個々の事情に応じたきめ細かい対応

安価で効率的なサービスの提供

その他

11（備考）内閣府 平成25年度 「ＮＰＯ法人に関する世論調査」により作成。



個人寄附 6,931

個人寄附 5,182

個人寄附 4,874

個人寄附 5,455

個人寄附（震災関係）5,000

個人会費 3,227 

個人会費 3,190 

個人会費 2,362 

個人会費 3,756
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（年）

●2012年の個人寄附総額は、6,931億円と推計。2011年は、通常の個人寄附と東日本大震災発生に伴

う震災寄附を加えると、個人寄附総額は約１兆円

●政府においても、寄附文化の醸成を含めた活力ある共助社会づくりを推進していくために、平成26年

６月２日に第一回「共助社会づくり推進のための関係府省連絡会議」を開催

（備考）1．日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。
2．本協会が2013年３月に行ったインターネット調査（全国寄付実態調査。満20～79歳の男女を対象、標本数10,180、回収率69.2％）と、
共同募金及び日本赤十字社への寄附実績額等を用いて推計。

3．本推計値には、宗教関係寄附、教育関係寄附、政治献金を含む。
12

日本における個人寄附額の推移



●2012年の個人寄附総額6,931億円の内訳をみると、宗教関連寄附が33.0％と最も大きい。

次に、緊急災害支援、国際協力（それぞれ9.6％）と続き、これら上位３分野で全体の過半数を超えて

いる。

（備考）日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。

宗教

33.0%

緊急災害支援

9.6%

国際協力

9.6%

教育

研究 8.5%
国・都道府県・市町村

6.0%

自治体・町内会など

5.6%

共同募金会・日本赤十字

4.7%

社会貢献活動の中間支援

3.9%

政治献金 3.8%

子ども・青少年育成 3.1%

芸術文化・スポーツ 2.2%

保健・医療・福祉 1.9%

自然・環境保全 1.4%

その他

6.8%

【個人寄附総額 6,931億円】
・宗教関連 2,287億円（33.0％）
・緊急災害支援 665億円（9.6％）
・国際協力 665億円（9.6％）
・教育・研究 587億円（8.5％）

・
・
・
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個人寄附額の分野別割合について



●個人寄附について、性別・年齢別の寄附者割合を見ると、男女ともに年齢が高いほど寄附を行う割合

が高くなっている（全体では、20歳代：約16％ ⇒ 70歳代：約67％）。また、いずれの年代も女性が男

性を上回っている。

（備考）日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。数字は、全体の割合。
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16.3 

25.4 

33.9 

47.7 

57.0 
67.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

全体 男性 女性

（％）

性別・年齢別寄附者の割合（個人寄附）



●ＮＰＯ法人に寄附したいと思う割合は23％であり、寄附したくない理由として、寄附した後の効果が見

えにくいことや、経済的な余裕がないことを挙げる人が多い。

●ＮＰＯ法人に寄附をする際に重視する点としては、目的や活動内容が共感できることや、寄附金が有
効に使ってもらえることを挙げる人が多い。

Ｑ．ＮＰＯ法人が行う活動に対して寄附をしたいと思いますか。

ＮＰＯ法人に対する寄附意向

23.2% 14.5% 62.4%

思う わからない 思わない

Ｑ．なぜＮＰＯ法人が行う活動に対して寄附をしたいと思わない
のですか。 （複数回答）

ＮＰＯ法人に寄附をしたいと思わない理由

69.0 %
47.7 %

36.3 %
26.4 %

18.6 %
18.4 %
17.7 %
16.7 %

13.8 %
12.1 %

4.8 %
2.9 %

目的や活動内容が共感できる

寄付金が有効に使ってもらえる

活動の成果をあげている

信頼できる役員やスタッフがいる

積極的に情報発信（呼びかけ）している

経営基盤がしっかりしている

寄附方法がわかりやすい

認定ＮＰＯ法人である（※）

一般によく知られている

知り合いが活動している

多くの人たちが寄附をしている

その他

Ｑ．どのような点を重視して、寄附先を選びますか。（複数回答）

ＮＰＯ法人に寄附をする際に重視する点

（※）税の優遇措置が受けられる

37.0 %

35.8 %

24.4 %

21.4 %

14.4 %

12.8 %

4.0 %

8.7 %

寄附をした後の効果が見えにくい

経済的に余裕がない

関心がない

信頼できる法人、団体がない

寄附をする機会がない

寄附をすることが理解できない

手続きが面倒

その他

15（備考）内閣府 平成25年度 「ＮＰＯ法人に関する世論調査」により作成。

ＮＰＯ法人に対する寄附意識



ご清聴ありがとうございました。
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